
書式第 12号 (法第 28条関係)

受益対象者

の範囲及び

人   数

事業費の

金  額
(円 )

事業名 事業内容
施

時

実

日

施

所

実

場

事

の

数

従

者

人

ｎ
Ｊ

不特定多数

(社会基盤施設

管理者、建設産

業関係者、教育

機関関係者な

ど)

92,280

持続可能な社

会基盤に関す

る研究事業

新型コロナの影響で,全
研究員が在宅となり,4つ
のミッション達成するため

の研究会を実施できなかっ

た。後述する4つのミッシ

ョンに関連した支援事業を

実施することで成果 とし

た。

通年 事務所

学術機関への

研究助成事業

小型試験体による膨張材
の効果検証実験を

に委託。

2020年 4月

2021年 3月
宮崎大学 事業依頼者

(500,000)

支援事業

に含む

事業依頼者

施設管理者

建設業など

987,780

「日本版サス

ティナブル・コ

ンス トラクシ

ョン」に寄与す

る技術への支

援事業

富士ピー・エスからの依

頼で高耐久性 PC構造物に
するための技術支援を実

施。今年度は,北陸自動車
道九頭竜川橋他 2橋床版取

替工事 (その 1)の うち,

松岡高架橋床版打ち替え工

事を対象に現地検討会を実

施した。

2020年 4月

2021年 3月

事務所

依頼者現場
“

令和 2年度  事業報告書
令和 2年 4月 1日から令和 3年 3月 31日まで

特定非営利活動法人持続可能な社会基盤研究会

1 事業の成果

日本版サスティナブル・コンス トラクションを確立し、持続可能な社会を実現するために①安心して
生活できる社会基盤を創 り上げる、②社会基盤を長く決適に利用できるよう長寿命化する、③建設事業
の環境負荷低減を推進する、④建設産業の事業変革を支援する、ことをミッションとしている。
本年度は,これらミッションを達成するために「持続可能な社会基盤をテーマとした研究事業」を,
前年度に引き続き実施した。
また,前年度に引き続きプレストレスト・ コンクリー ト事業者からの依頼による施工技術のスキルア
ップ指導及び化学素材メーカーからの依頼により建設産業がどんな製品を求めているのかマーケティン
グの支援を実施した。新たにインフラ施設の建設も手掛ける鉄道車両メーカーから合成床版の開発に関
連した小型試験の受託業務,プレキャス ト製品メーカーの依頼による事業変革への取り組みに対する支
援を行った。
施工技術のスキルアップは施工中の初期欠陥を減らすこと,含浸材による表層改質技術,膨張材の活
用技術など,イ ンフラ施設の長寿命化につながる。建設事業のマーケティングからは,建設産業の事業
変革につながり,いずれも当法人のミッションを実現することにつながる。
サービス体制が整っていないため,実施できていない事業もあるが,次年度以降に実施の予定である。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業



高吸水性樹脂の トップメ

ーカーである榊日本触媒か

らの依頼で,建設産業にど
のような商品を提供すれば

よいかについて,マーケテ

ィングを実施している。今

年度は,主として長寿命化
に寄与する表面含浸材の種

類と市場規模,洋上風力発
電の市場規模などについて

調査を行った。

2020年 7月

2021年 3月

事務所

依頼者事業所
36 688,700

日本車輌製造及びデン

カからの依頼で,合成床版
NDシステムの開発を支援
した。対称軸の無い小型試

験体に膨張コンクリー トを

用いてケミカルプレストレ

インによる膨張率とコンク

リー トに導入されるケミカ

ルプレス トレスを推定する

実験を実施した。

2020年 4月

2021年 3月

事務所

宮崎大学
Ａ
） 644,000

「日本版サス

ティナブル・コ

ンス トラクシ

ョン」に寄与す

る技術への支

援事業

プレキャス ト製品メーカー

ベルテクスGか らの依頼
で,「事業変革に役立つ会計

の知識」のテーマで社員を

対象にセ ミナーを実施 し

た。

2020年 4月

2021年 3月
依頼者事業所 60 1,748,710

(2)その他事業

事 業 名 事 業 内 容
実 施

同 時

実 施

場 所

従事者

の人数

事業の

金 額

(千円)

建設資材の物品販売 ,

仲介事業
今年度は実施していない 0 0

建設関連コンサルティ

ング事業
今年度は実施していない 0 0



書式第14号 (法第28条関係)

令和2年度 活動計算書

令和 2年 4月 1日 から令和 3年 3月 31日 まで

(単位 :円 )

科   目
物超ブ樺押幡動

に係る事業
その他事業 合 計

I経常収益
1 受取会費
研究員として参加

賛助会員受取会費

2 受取翻附金
受取寄附金

施設等受入評価益

ボランティア受入評価益

3 受取助成金等
受取補助金

4 事業収益
(D施工技術のスキルアップ
② 高吸水性樹脂の建設分野への応用

(3)合成床版の開発支援

(a建設産業の事業変革への取組支援
5 その他収益
受取利息

経常収益計

0

0

4170,000

0

1,2Ю,0∞

2,970,αЮ

0

0

4434,980

1,3'Ю ,000

1,優D,ⅨЮ

讀Ю,優Ю

l,485,αЮ

“

“

0

0

4,170,αЮ

0

l,ДЮ,αЮ

2,970,αЮ

0

0

4434,980

1,320,CЮ0
1,優Ю,∝Ю

540,980

1,485,∝Ю

66

“8,005,046 0

Ⅱ 経常費用
1事業費
(0人件費
給料手当

ボランティア評価費用

人件費計

② その他経費

会議費

参加費・出張費

委員会・講演会等費用

会議室利用料

原稿執筆料

印刷製本等外注費

寄附金

その他経費計

事業費計

2管理費
① 人件費

給料手当

ボランティア評価費用

人件費計

0)その他経費
施設等評価費用

0 Ａ
Ｕ

2,970,領Ю

0

0 0

315,420 315,420

０

０

０

０

０

０

嶺焙,050 5“,Om

0

0

ｎ

）

0

594卸0



蜆 G89

95,4Ю

25,優B
0

0

0

魂 669

95,夜Ю

25,988

0

0

0

1,341,137 0 1,341,137

1,521,137 0 1,521,137

0 ■682,αロ5,α2,αν

通信運搬費

レンタルサ‐パー

消耗品費

減価償却費

旅費交通費

名刺その他

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額 2,922,489 0 2,922,439

Ⅲ 経常外収益
経常外収益計 0 Ａ

Ｕ 0

0 0 0

0 0 ｎ

〉

2,922,489 0 2,922,439

0

7,053,295

Ⅳ 経常外費用

経常外費用計

経理区分振替額

税引前当期正味財産増減額

法人税,動 び事業税

前期繰越正味財産

次期繰越正味財産 (内未収金 L翌5,∞0) ■975,734



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和2年度 貸借対照表

令和 3年 3月 31日現在

麹塑主豊利E置菫墜込麹随重塾国塗垂L金基幽里墜全
(単位 :円 )

科    日 金   額
I 資産の部

1 流動資産
現金・預金

未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

車両等運搬具

パソコン等 0什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他資産

投資その他資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債
長期借入金

その他

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正 味 財 産 合 計

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計

&490,734
1,485,000

０

０

０

　

　

０

　

　

０

0

０

０

9,975,734

0

9,975,734

0

0

0

7,053,295

2,922,439

9,975,734

9,975,734



書式第16号 (法第28条関係)

技術謁]瀑裳マ方聯麟緩

科 目

持続可能な

社会基盤の

研究

施工のスキ

ルアップ支

援による長

寿命化

高吸水性樹

脂等の応用

による長寿

命化

ひび割れの

発生を抑制

する合成床

版の開発

建設産業の

事業変革ヘ

の取り組み

を支援

事業部門

計

管理部門

計
合 計

1 経常収益
1.受取会費
2.受取寄付金

施設等受取評価

ポラ″ィア受入評価

3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計

０

　

０

　

０

＾
Ｕ

鴫 om
0

“

080

晩 000

“

4om

“

4000

1,32D,m0

218もαЮ

Ａ
Ｕ

ｎ

〉

0

ｎ

）

0

“

曝000

0

0颯αЮ

0

l,αり,α田

0

L737,9Ю0

1色側 D

14鴫αN'

副Ю,9Ю

領塩,優Ю

＾
Ｕ

0

0

0

1,0801,OЮ0

1,αnαЮ

1,4獅,0∞

2駁も,000

0

0

0

Ｕ^

0

271Ю,αЮ

0

2792(∝Ю

0

44341要Ю

0

7,224,瞑Ю

0

1,田0,OЮ0

1,2Ю,∝Ю

l範000

0

0

66

1,説Ю,066

0

4170,αЮ

l,2m,αЮ

a970,0∞

0

4`個:4領Ю

66

a6Ю5,僻6
I 経常費用
(D 人件費

給料手当

ボラ″ィア評価費用

鴫 000

0

私 側 D

“

■om
0

864000

倒町αЮ

0

048000

14om
Ａ
Ｕ

144,αЮ

1,080,OЮ0

0

1,000000

279L(∝Ю

0

279QαЮ

1机000

ＡＵ

10,αЮ

2,970,000

0

ag暉lo,ooo

鴫 0日D

“

■0∞ 臼RαЮ 1408D L∝n,om 2,70QαЮ 1軋om 2,970,αЮ人件費計

② その他経費

鋼 蹟

交通費・出張費

錦 濃日当

0

a2Ю

鶏 om

0

123780

0

0

却L700

0

０

　

０

　

０

0

2600
60,αm

0

"h4冷
90,OЮ

０

　

０

　

０

0

"5,4Ю
∞ ,αЮ

令和2年度 計算書類の注記

令和2年4月 1日から令和3年 3月 31日まで

特定非営利活動法人持続可能な社会基盤研究会

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、NⅨ〕法人会計基準 ("10年 7月 鋤 日 "11年 11月 20日 一部改正 NR〕 法人会計基準協議
会)によっています。

(1)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

施設の提供等の物的サービスの受け入れは、活動計算書に計上しています。また、計上額の算定方法は「3.施設
の提供等の物的サービスの受け入れの内訳」に記載しています。

②ボランティアによる役務の提供を受けた場合の会計処理

ボランティアによる役務の受け入れは、活動計算割こ計上しています。また、計上額の算定方法は「3.ポランテ

ィアによる役務の受け入れの内訳」に記載しています。

③消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事業別損益の状況



園向輝嚇

委員会等参加費

滅価償却費

印刷製本費

書籍購入費

通信運搬費

レンタルサーパー

施設等評価費用

潤翻蹟

その他(寄付1響→

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

団o,om

馴6αЮ
０

０

０

０

０

０

０

　

０

　

０

団QαЮ

関Ю,αЮ

０

　

０

　

０

０

０

０

０

０

0

0

0

0

0

唸 689

畿 48)

1,200,αЮ

為 983

0

0

0

0

556,050

0

19,α田

鴫 4BD

l,2Ю ,αЮ

%,9弼

団0,0∞

その他経費計 鴫 28) 1為780 4Q700 500,α∞

“

島7Ю 1,37■470 1,34Ll訂 27121αr

経常費用計 %28) 螢r,7“ 6鴫700

“

4om 1,7襲L7Ю 416L470 1,口Ll釘 5,682α澪

当舅朋竪|1常彎動蘭順 ▲鴫 2Ю 1,196ZЮ 1,04=町300 49田 81QttЮ 3,063,510 ▲141,1071 2922489

3.施設の提供等の物的サービスの受入れの内訳

4.活動の原価の算定にあたつて必要なボランティアによる役務の提供の内訳

その他、「使途等が制約された寄付金」、「固定資産」、「役員及び近親者との取引」、「その他特定非営利活動法人の資産、負

債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事知 については、発生していません。

内容 金額 算定方法

法人事務所の無償利用 1,200,ⅨЮ円
事務所の所在地である赤坂周辺で同規模のレンタルオフィスを借りると

ほぼ10万円/月であることに準じています。

内容 金額 算定方法

研究及疇

165人
2,970,000円

単価は当法人の規定に従って、1■000円/人 0日であることに準じてい

ます。



書式第 15号 (法第28条関係)

令和 2年度 財産目録

令和 3年 3月 31日現在

壺壁望盤堂鯉置重豊]墜込麹随重正飽壁曇金基」堕璽墜全

(単位 :円 )

科    目 金   額
I 資産の部

1 流動資産
現金預金

手元現金

銀行普通預金

未収金

技術開発支援事業

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

車両等運搬具

パソコン等什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他資産

投資その他資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

金融機関からの短期借入金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債
金融機関からの長期借入金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

1,980

8,488,754

1,485,000

０

０

０

　

　

０

　

　

０

０

０

0

9,975,734

0

9,975,734

Ａ
Ｕ

0

0

9,975,734



書式第 13号

令和 2年度 役員名簿及び
役員のうち報酬を受けたことがある者の名簿

令和 2年 4月 1日 から令和 3年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人持続可能な社会基盤研究会

役 名 氏   名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 辻 幸和
平成31年4月 1日

令和 2年3月 31日
無報酬

理事 横沢 和夫
平成31年4月 1日

令和 2年3月 31日
無報酬

理事 安藤 哲也
平成31年4月 1日

令和 2年3月 31日
無報酬

理事 平野
は ■
=″ 一

平成31年4月 1日

令和 2年3月 31日
無報酬

監事 万木 正弘
平成31年4月 1日

令和 2年3月 31日
無報酬



書式第 3号 (法第 29条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿

特定非営利活動法人持続可能な社会基盤研究会

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 天野 光一

2 安藤 哲也

ｎ

） 小山 純子

4 勝又 正治

5 辻 幸和

6 平野 陽三

7 福手 勤

8 安田 登

9 万木 正弘

10 横沢 和夫

11


